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序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文

　インドネシア共和国においては、自動車・自動二輪車、電気・電子製品等の組立産業に部品を

供給する裾野産業（サポーティングインダストリー）が十分育成されておらず、経済開発の原動

力と位置づけられる工業化の推進の妨げとなっています。裾野産業の代表的要素技術の１つとし

て位置づけられる鋳造技術において、関連する国内企業は、組立産業の要求に見合った品質・精

度の部品を安定的に供給することが難しく、また、鋳造品の生産も国内需要量の約３割しかカ

バーできず、多くを輸入に頼っている状況です。

　このため、インドネシア政府は、工業商業省研究開発庁金属機械工業研究所（ＩＲＤＭＭＩ／

ＭＩＤＣ）の強化により、鋳造技術分野等の裾野産業の振興を図り、同国の産業構造を強化・高

度化することを目的としたプロジェクト方式技術協力を、1995年11月に我が国に対して要請して

きました。

　この要請を受けて、我が国政府は、1997年２～３月に事前調査団、1997年８～９月に第１次長

期調査員、12月に第２次長期調査員をそれぞれ派遣し、要請の背景・国家開発計画における位置

づけ、ＭＩＤＣの活動状況・鋳造企業の実態・カウンターパートの技術レベル・関連プロジェク

ト等の調査、技術協力内容の協議、技術協力計画・年次活動計画・暫定実施計画及びプロジェク

ト・デザイン・マトリックス（案）の作成等を行いました。

　それを踏まえ、実施協議調査団派遣の準備を進めていましたが、ＭＩＤＣ所長の交替、通貨危

機の深刻化、暴動の発生、政権の交替等の環境変化を受け、本調査団の派遣を見合わせました。

ハビビ新政権の発足を受け、1998年８月の日本・インドネシア両国の実施協議において、本件を

含む技術協力案件の取り進め方が再確認され、この動きを踏まえつつ、1998年９月に短期調査員

を派遣し、インドネシア側の運営体制の再確認・技術協力計画の再検討を行いました。

　この結果を受けて、我が国は1998年12月１日から17日まで実施協議調査団を派遣し、プロジェク

トを実施するための最終確認を行い、その結果を討議議事録（Record of Discussions：Ｒ／Ｄ)、

討議議事録覚書（Minutes of Discussions：Ｍ／Ｄ）に取りまとめ、署名・交換しました。

　本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

　ここに、本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本・インドネシア両国の関係各位に対し

深甚なる謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

1998年12月

国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団
理事　理事　理事　理事　理事　安本　皓信安本　皓信安本　皓信安本　皓信安本　皓信
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ⅠⅠⅠⅠⅠ　実施協議調査団の派遣の経緯　実施協議調査団の派遣の経緯　実施協議調査団の派遣の経緯　実施協議調査団の派遣の経緯　実施協議調査団の派遣の経緯

１　要請の背景１　要請の背景１　要請の背景１　要請の背景１　要請の背景

　インドネシア共和国においては、自動車・自動二輪車、電気・電子製品等のいわゆる組立産業

に部品を供給する裾野産業（サポーティングインダストリー）が十分育成されておらず、経済開

発の原動力と位置づけられる工業化の推進の妨げとなっている。鋳造技術は、裾野産業の代表的

な要素技術の１つとして位置づけられ、国内約500の企業が関連しているが、組立産業の要求に

見合った品質・精度の部品を安定的に供給することが難しい。また、量の面から見ても、国内の

鋳造品生産量は1995年で約12万トンであり、国内需要の約３割しかカバーできず、約22万トンを

輸入している状況である。

　かかる事情にかんがみ、インドネシア政府は、金属機械工業研究所（ＩＲＤＭＭＩ／ＭＩＤＣ）

の強化により、鋳造技術分野等の裾野産業振興を図り、インドネシアの産業構造を強化・高度化

することを目的としたプロジェクト方式技術協力を、1995年11月に我が国に対して要請してき

た。

　なお、本件については、我が国が開発調査で作成したインドネシア共和国工業分野振興開発計

画（裾野産業）調査報告書（1996～1997年に鉱工業開発調査部にて実施）において、最もプライ

オリティの高い案件として取り上げられている。

２　調査団派遣の経緯と目的２　調査団派遣の経緯と目的２　調査団派遣の経緯と目的２　調査団派遣の経緯と目的２　調査団派遣の経緯と目的

(１) 1997年２～３月に派遣された事前調査団においては、要請背景等の調査を行い、技術

協力内容等を協議した。続いて1997年８～９月には第１次長期調査員が派遣され、鋳造

企業調査等を行い、技術協力計画・年次活動計画・暫定実施計画及びＰＤＭ（案）の策

定を行った。さらに1997年12月には第２次長期調査員が派遣され、Ｃ／Ｐの技術レベル

の測定を中心に、ＭＩＤＣの技術レベルを総合的に調査するとともに、ＭＩＤＣ活動状

況・関連プロジェクト等の詳細について調査を行った。

(２) 1998年に入り、３月を目途に実施協議調査団派遣及びＲ／Ｄ（討議議事録）署名の準

備を進めていたが、２月にＭＩＤＣ所長の交替（解任)、３月に大統領選挙（スハルト大

統領再選)、選挙後の省庁人事の改変等があり、通貨危機が経済危機にまで進展するな

か、インドネシア側の受入れ体制（新内閣におけるプロジェクトの位置づけの変化動向、

予算及びＣ／Ｐの確保状況）が整備されるのを確認するために、実施協議調査団の派遣

を５～６月に延期した。
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(３) 実施協議調査団の派遣に先立ち、受入れ体制確認及び協力内容再検討のための短期調

査員派遣の必要性を検討していたところ、５月中旬にジャカルタ騒乱が発生し、インド

ネシアに派遣されていた専門家は本邦に一時待避、調査団派遣も一時見合わせとなった。

その後、スハルト大統領辞任、ハビビ新政権発足を受け、我が国として支援体制を再検

討し、８月に行われた日本・インドネシア実務協議において、本件を含む技術協力案件

の取り進め方が再確認された。

(４) 本プロジェクトについても、この動きを踏まえつつ、９月末に短期調査員を派遣し、

インドネシア側運営体制の再確認、技術協力計画の再検討を行った。その結果を受け、

本プロジェクトを実施するための最終確認を行い、その結果をミニッツにまとめるとと

もに、討議議事録（Ｒ／Ｄ）の署名・交換を行うことを目的として、今般実施協議調査

団を派遣した。

３　調査団の構成３　調査団の構成３　調査団の構成３　調査団の構成３　調査団の構成

　氏　名 　担当業務 　　 　　　　　　　所　属　先

谷川　和男 団長・総括 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　部長

関　　芳明 技術協力計画 通商産業省　機械情報産業局　素形材産業室　プレス加工品係長

安井　英夫 技術移転計画 リン酸型燃料電池発電技術研究組合　前代表清算人

岡田　千里 鋳造技術 (財）素形材センター　テクニカル・アドバイザー

本間　　徹 プロジェクト 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　鉱工業開発協力第一課

運営管理 ジュニア専門員

　このほか、現地参加団員として、工業商業省計画局の木下俊夫ＪＩＣＡ専門家（工業開発計画

調整）が、本調査の大部分に参加した。
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４　調査日程４　調査日程４　調査日程４　調査日程４　調査日程

日順 月日 曜日 行程A 行程B 行程C 行程D 宿泊
（団長） （技術協力計画） （技術移転計画） (鋳造技術、プロジェクト運営管理)

1 12月 1日 火 (9:40成田発 13:50香港着) 13:00 成田発（JL723）

(14:55香港発 15:55ハノイ着) 19:35 クアラルンプール着 D:シャーラム

2 12月 2日 水 終日   SIRIM･FTP訪問 D:シャーラム

3 12月 3日 木  9:10 クアラルンプール発（MH711)

10:10 ジャカルタ着

13:30 ＪＩＣＡ事務所打合せ D:ジャカルタ

4 12月 4日 金 10:00 ジャカルタ発（鉄道）

12:30 バンドン着

14:00 ＭＩＤＣ協議 D:バンドン

5 12月 5日 土  9:00 バンドン酪農プロジェクト訪問

12:00 バンドン日本人学校･クラブ訪問

PM    団内打合せ D:バンドン

6 12月 6日 日 ミニッツ案作成 D:バンドン

7 12月 7日 月 終日  ＭＩＤＣ協議 D:バンドン

8 12月 8日 火 終日  ＭＩＤＣ協議 D:バンドン

9 12月 9日 水  7:20 ハノイ発(VN741) AM    ＭＩＤＣ協議

13:10 シンガポール着

15:30 同発(SQ158) 10:50 成田発(JL725) 12:30 関西発(GA883) 13:30 バンドン発（車）

16:00 ジャカルタ着 16:05 ジャカルタ着 17:30 ジャカルタ着 17:00 ジャカルタ着

　　　　　　　　　　　　　　　　　　行程E（全団員合流）

団内打合せ ジャカルタ

10 12月10日 木  9:30 工業商業省研究開発庁Rosediana長官表敬・協議

11:00 大使館表敬

13:00 ＡＰＬＩＮＤＯ表敬

15:00 ＪＩＣＡ事務所諏訪所長訪問 ジャカルタ

11 12月11日 金 行程F（団長、技術協力計画、技術移転計画、プロジェクト運営管理）           行程G(鋳造技術)

10:00 ジャカルタ発（鉄道）

12:20 バンドン着

PM ＭＩＤＣ協議・サイト視察 F:バンドン

ＭＩＤＣ Ｃ／Ｐ 意見交換会 23:45 ジャカルタ発 G:機内

12 12月12日 土  9:00 ＭＩＤＣ協議  8:35 成田着(JL726)

14:30 バンドン発（鉄道）

16:50 ジャカルタ着 F:ジャカルタ

13 12月13日 日 団内打合せ ジャカルタ

14 12月14日 月  9:30 工業商業省研究開発庁・ＭＩＤＣ協議

13:00 貿易セクター人材育成計画プロジェクト・サイト訪問

16:30 工業商業省研究開発庁・ＭＩＤＣ協議

18:00 工業商業省研究開発庁Rosediana長官協議

Ｒ／Ｄ・ミニッツ作成 ジャカルタ

15 12月15日 火  9:30 Ｒ／Ｄ・ミニッツ署名交換

15:00 大使館報告

16:00 ＪＩＣＡ事務所報告

行程H 行程I  行程J 行程K H.IJ:機内

（団長） （技術協力計画） （技術移転計画） (プロジェクト運営管理) K:ジャカルタ

23:45 ジャカルタ発(JL726) 23:45 ジャカルタ発 21:35 ジャカルタ発

16 12月16日 水  8:35 成田着  8:35 成田着(JL726)  6:00 関西着(EG222) 終日  ＪＩＣＡ事務所打合せ

23:45 ジャカルタ発(JL726) K:機内

17 12月17日 木  8:35 成田着
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５　主要面談者５　主要面談者５　主要面談者５　主要面談者５　主要面談者

＜インドネシア側＞

(１) 工業商業省研究開発庁（ＢＰＰＩＰ、ＭＯＩＴ：Agency for Research and Development

of Industry and Trade, Ministry of Industry and Trade）

Rosediana Suharto Head

Karim Husein Head, Center for Asessment of Technology

Sudarmadji Former Head, Center for Asessment of Technology

(２) 金属機械工業研究所（ＩＲＤＭＭＩ／ＭＩＤＣ）

J. Suyono Director

Abdurahim Head, Research Division

Abdul Wahid Head, Process Development Division

Hadi Nugroho Head, Administration Division

Agus Rumanto Head, Product Development Division

A. Sjaifudin T. Head, Foundry Section

(３) インドネシア鋳物工業協会（ＡＰＬＩＮＤＯ）

A. Safiun President

H. Benny A. Kusbini Chairman of Small Scale of Industries

(４) 貿易研修センター（ＩＥＴＣ：Indonesia Export Training Center）

Nus Nuzulia Ishak Director

＜日本側＞

(１) 在インドネシア日本大使館

服部　則夫 公使

嶋崎　　郁 参事官

八山　幸司 二等書記官

(２) ＪＩＣＡインドネシア事務所

諏訪　　龍 所長

米田　一弘 次長

竹内　智子 所員
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田中　啓生 所員

那須　郁夫 所員

(３) ＪＩＣＡ個別派遣専門家

木下　俊夫 工業商業省計画局

(４) 貿易セクター人材育成計画プロジェクト（専門家）

甲村　昌二 チーフ・アドバイザー

室田　真弓 業務調整

杉山　茂樹 国際貿易

(５) 酪農技術改善計画プロジェクト（専門家、在バンドン）

中林　　見 チーフ・アドバイザー

清水　芳洋 業務調整

(６) バンドン日本人学校

横山　千尋 校長
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１.プロジェクト
名称

２.協力期間

３.運営体制
(１)関係機関
１)所轄官庁

２)実施機関

ⅡⅡⅡⅡⅡ　主要調査協議結果　主要調査協議結果　主要調査協議結果　主要調査協議結果　主要調査協議結果

・鋳造技術分野裾野産業育成計
画（Project on Supporting
Industries Development for
Casting Technology in the
Republic of Indonesia）

・1999年６月１日～2004年５月
31日（５年間）（案）

・工業商業省研究開発庁
　（Agency for Research and
Development of Industry and
Trade (BPPIP), Ministry of
Industry and Trade (MOIT))

・工業商業省研究開発庁金属機
械工業研究所

　Institute for Research and
Development of Metal and Ma-
chinery Industries

　=ＩＲＤＭＭＩ（通称はＭＩＤ
Ｃ：Metal Industries Devel-
opment Centre)

・左記につき再確
認し、ミニッツ
に記載する。

・左記につき確認
し、ミニッツに
記載する。

・左記につき再確
認し、ミニッツ
に記載する。
・人事異動等、当
プロジェクトへ
の影響がないか
調査･ 確認す
る。

・左記につき再確認し、Ｒ／Ｄ及びミニッ
ツに記載した。

・研究開発庁長官は、1999年４月以降であ
れば十分なローカルコスト負担が可能と
なるため４月１日開始を希望、また、
(１)本調査団滞在中に総選挙日程が1999

年６月７日にほぼ確定したため、そ
の前後の赴任は困難が予想されること、

(２)協力立ち上げの迅速化の動きやイン
ドネシアへの緊急支援の重要性等の
意見が多数聞かれたこと、

(３)インドネシア事務所長からも本プロ
ジェクトを可及的速やかに開始し専
門家による先方政府機関との連携体
制を構築すべきとの指摘があったこと、

(４)プロジェクト開始を６月１日とした
場合、先方のプロジェクト開始に向
けての準備能力不足により、日本側
専門家がプロジェクト開始前にバン
ドンに滞在して先方の作業支援業務
を行う必要があることが指摘されて
いたこと、

(５)今まで様々な出来事によりプロジェ
クトの開始が逐次延期されてきたた
め、専門家の確保等各所に問題が出
てきており、また、総選挙以後に開
始を遅らせても、次には大統領選挙
が予定されており、開始の目処がた
たなくなるおそれがあること、

等により、プロジェクト開始日を1999年
４月１日とすることで合意を得た。

・左記につき再確認し、Ｒ／Ｄ及びミニッ
ツに記載した。

・９月以降人事異動等はなかった。

調査・協議項目調査・協議項目 対処方針
事前･第１次長期･第２次長期･
短期各調査結果、問題点等
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(２)ＭＩＤＣの
状況

１)人員

２)組織

３)Ｃ／Ｐ
ａ)配置

ｂ)確保

ｃ)技術レベ
ル

・所長（Mr.Suyono）以下220名
(管理部門93名、技術部門117
名）

・所長
－１)管理部
（Administration
　Division）
２)研究部
（Research Division）
３)製品開発部
（Product Development
　Division）
４)生産開発部
（Process Development
　Division）
 ａ)鋳造課（Foundry）
 ｂ)機械加工課
 （Machining）
 ｃ)溶接課（Welding）
 ｄ)熱処理メッキ課
（Heat Treatment &
　Metal Plating）

・所長を含む管理スタッフ６
名、技術スタッフ14名が配
置。
・同時進行中のＡＤＢ（アジア
開発銀行)、ＮＩＲＩＮ（名
古屋工業技術研究所）プロ
ジェクト及びＭＩＤＣの本来
業務にかんがみ、Ｃ／Ｐの人
数、技術移転時間の十分な確
保につき、今後も引き続き留
意する必要がある。
・バンドン工科大学の卒業者を
はじめ、知的レベルの高い技
術者が多数いるが、実務的な
技術の欠如が見られる。試作
品製作についても、品質レベ
ルは低い。基礎技術の移転が
必要と思料される。

・左記につき再
確 認 し 、 ミ
ニッツに記載
する。
・最新の組織図
等を入手し、
ミニッツに添
付する。

・左記につき再
確 認 し 、 ミ
ニッツに記載
する。

・総人員は195名となっている（左記の数字
とは職員の範囲が異なり、単純比較はで
きない)。

・最新の組織図（９月の短期調査時に入手
のものと変更なし）を入手し、ミニッツ
に添付した。

・左記に相違ないことを再確認し、リスト
をミニッツに添付した。

・同時進行中のプロジェクトの中で、専門
家が長期滞在して技術移転を行うのは本プ
ロジェクトのみであることから、ＯＪＴ、
自習等を含めた技術移転時間を十分確保
できる旨双方確認し、ミニッツに記載し
た。

調査・協議項目調査・協議項目 対処方針
事前･第１次長期･第２次長期･
短期各調査結果、問題点等
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(３)予算
１)ＭＩＤＣ予
算構成

２)1998年度/
1999年度予
算

３)ローカルコ
スト負担

・１) 経常予算（R o u t i n e
B u d g e t )：給与、管理維持
費、材料費、出張費等

　２)開発予算（Development
Budget／Project Budget)：一
活動にかかる費用が1,000万
ルピア（約14万円）を超える
場合に別途申請

　３)サービス予算（Service
B u d g e t )：ＭＩＤＣが技術
サービスによって得た収入に
より計上される予算、いわゆ
る「自己収入」分

・1998年度ＭＩＤＣ全体予算
総額Rp.4,519mil.(約8,100万
円)
(内訳)(レート　Rp.1=¥0.018)
１)経常予算 Rp.1,724mil.

（約3,100万円）
２)開発予算 Rp.    995mil.

（約1,800万円）
３)サービス予算Rp.1,800mil.

（約3,200万円）

・短期調査において、インドネ
シア側（ＢＡＰＰＥＮＡＳ､
工業商業省等）は、予算確保
に最大限努力するが、厳しい
状況下であり、日本側からの
支援をお願いしたい旨調査員
に伝えた。現実に、1998年度
予算では、供与機材の稼働に
必要な電源容量増設工事費が
要求の半額査定であるほか、
通貨下落･インフレ進行によ
り、逼迫状況にある。また、
５か年予算計画についても、
現状では作成できる状況にな
いことを確認した。

・1998年度予算の
執行状況、1999
年度予算案の進
捗状況につい
て、調査のう
え、ミニッツに
記載する。

・ＭＩＤＣ側の
ローカルコスト
負担能力を引き
続き確認・精査
する必要があ
る。再確認のう
え、ミニッツに
記載する。

・1998年度予算執行状況（11月末）
　総額　Rp.2,216mil.（約4,000万円）
（内訳）（レート　Rp.1=¥0.018）
１)経常予算 Rp. 1,121mil.
２)開発予算 Rp.   395mil.
３)サービス予算 Rp.   700mil.

・1999年度申請予算（11月提出済、２月ま
でに予算承認通知予定）
　総額Rp.6,583mil.（約１億1,850万円）
（内訳）（レート　Rp.1=¥0.018）
１)経常予算 Rp. 2,062mil.
２)開発予算 Rp. 2,621mil.
３)サービス予算 Rp. 1,900mil.

・上記に加え、今後５か年の予算予定を入
手し、過去の予算と合わせ、ミニッツに
記載した。

・ＭＩＤＣは、今年度の予算で、現有機材
の一部（回転炉、80kg誘導炉）の移動･再
据付工事を行う予定である。右工事は、
Ｒ／Ｄが署名されたら予算執行可能とな
る。専門家執務室の整備も今年度の予算
で行う予定である。これらの費用には、
ＭＩＤＣが今年度手当していた、電源容
量増強工事費（後述のとおりＪＩＣＡが
負担)、供与機材の輸送・通関等費用（来
年度予算で再申請中）等をあてる。

調査・協議項目調査・協議項目 対処方針
事前･第１次長期･第２次長期･
短期各調査結果、問題点等
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４)プロジェク
ト基盤整備
費

４.協力内容
（活動）
(１)ターゲット・

グループ
１)対象サブセ
クター
ａ)短期調査
以前の経
緯

・上記３)との関連で、先方の
施設改修に必要な経費を確認
のうえ、我が方プロジェクト
基盤整備費の支弁を検討する
必要がある。

・要請当初、技術移転の主たる
対象として想定されていた自
動車部品にかかわる企業の育
成環境は当面極めて厳しい状
況（1998年の国内自動車生産
量予測：前年比85％減）とな
り、部品産業の現状に合わせ
た、現実的な技術移転の計画
を策定することが必要となっ
てきた。一方で、インドネシ
アは緊急課題として、アグ
ロ・インダストリーの振興
と、公共交通機関の修理パー
ツの供給をあげている。現実
的なＭＩＤＣの技量の面から
も、高度な自動車部品の技術
移転に特化するよりコアとな
る鋳造技術の底固めに注力す
べきであることが、第二次長
期調査でも明らかとなってい
た。

・左記を確認･調
査のうえ、結果
をミニッツに記
載する。

・高周波誘導炉を中心とした供与機材導入
のための電源容量増強工事について、先
方がローカルコストを十分手当できる状
態にないことが９月の短期調査により確
認され、プロジェクト基盤整備費を適用
することとした。しかしながら、為替変
動等により見積金額が上昇したこと、先
方が当工事にかかる若干の予算を計上し
ているものの、先方の執行手続きに時間
がかかること、及び先方の契約と並行し
てＪＩＣＡ事務所が別途契約を結ぶこと
になる煩雑さを回避することを目的とし
て、我が方で全額負担としたことによ
り、当初予定額をかなり上回る見込みで
ある（約７億ルピア：約1,260万円)。加
えて、工事の実施をＭＩＤＣ側が十分管
理できない状態が予想され、後述の運営
指導チームを派遣し、ローカル・コンサ
ルタントを活用して、慎重に本事業を遂
行する必要がある。かかる事情にかんが
み、本年度（我が方、先方とも1999年３
月末日まで）の予算内での執行につい
て、可否を再度検討する必要がある。

調査・協議項目調査・協議項目 対処方針
事前･第１次長期･第２次長期･
短期各調査結果、問題点等
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ｂ)短期調査
で の 協
議概要

２)対象企業規
模

・本プロジェクトは、裾野産業
振興を中長期的な目標としつ
つも、具体的なターゲットグ
ループとしては、自動車部品
に加えて、現実に技術支援の
ニーズが高いと思われる農業
機械部品、繊維等の機械部品
等を含めた中小の鋳造企業と
ともに、自動車の修理パーツ
の製造にかかわる企業も視野
に入れることとし、工業商業
省研究開発庁及びＭＩＤＣと
合意した。
（参考：研究開発庁長官の発言
内容）ターゲットの広がりは
合意したものの、既にＭＩＤ
Ｃは農業機械部品等の｢基礎
技術｣は保有しており、本プ
ロジェクトでめざすべきは高
度なレベルの自動車部品であ
り、たとえ新車に組み込まれ
る部品の需要が減少したとし
ても、公共交通機関において
修理用部品が不足している状
況が社会問題化してきている
ところ、自動車部品が軸とな
るべきであると強く主張し
た。後述の対象試作品として
の農業機械部品の追加が自動
車部品の試作品製作に影響し
ないことの条件付与を求め
た。
（参考：工業商業省金属機械電
子諸産業総局長の発言内容）
自動車部品以外への拡大につ
いて、むしろ現実的であり、
持論でもあると述べた。
・中小鋳造企業のうち、中上位
に属する企業を対象とする｡

・左記につき再確
認 の 上 、 ミ
ニッツに記載
する。

・左記につき再確
認 の 上 、 ミ
ニッツに記載
する。

・左記につき、特に新しい議論はなかっ
た。
・コンセプト・イメージ図をまとめ、双方
確認の上、ミニッツに添付した。

・左記につき再確認の上、コンセプト・イ
メージ図として、ミニッツに添付した。

調査・協議項目調査・協議項目 対処方針
事前･第１次長期･第２次長期･
短期各調査結果、問題点等
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(２)Ｃ／Ｐへの
技術移転

１)技術移転分
野

２)技術移転方
法

３)ターゲット
製品

(３)試作品製作
サービス

１)活動の目的

・鋳鉄鋳造に関する、次の５分
野とする。
１)鋳造方案（Casting Plan）
２)模型製作（Pattern Making）
３)溶解（Melting）
４)造型（Moulding）
５)試験検査（Testing）

・ターゲット製品製作等を通
じ、ＯＪＴを中心に技術移転
を行い、加えて、座学、実技
訓練、巡回指導等を通じて技
術移転を行う。

・短期調査において、専門家か
らＣ／Ｐへの技術移転の到達
度を測定するためのツールと
して、ターゲット製品を導入
することにつき、合意した。
段階に応じて必要な技術ファ
クターを学ぶために最適な鋳
造製品をリストアップした表
をミニッツに添付した。

　　この際、インドネシア側が
強く主張した後述の試作品製
作（企業からの受託）と目的
を明確に分けるため、本ター
ゲット製品リストと後述の試
作品製作サービス用候補部品
リストをそれぞれ作成した。

（Trial Prototyping Service）
・ＭＩＤＣが本来業務として
行っている試作品製作は、企
業からの要請に基づき料金を
課して行っている受託業務で
ある。短期調査の協議の結
果、専門家からＣ／Ｐへの技
術移転の結果の定着度及び持
続性を評価することを目的
に、本業務を試験的活動とし
て本プロジェクトの活動に含
めることとした。本プロジェ
クト期間中にＣ／Ｐは専門家
の指導なしに自力で十分な品
質の試作品を製作することが
できるレベルに到達しないこ
とも予想されるため、本プロ
ジェクト終了後もＣ／Ｐは自
主的に研鑽を積むことが求め
られる旨、双方確認した。

・我が方で準備す
るターゲット製
品リスト案につ
いて、ＭＩＤＣ
の意向及び現地
のニーズを踏ま
え、修正を行
い、ミニッツに
添付する。

・左記につき再確
認する。

・左記につき再確認し、ミニッツに記載し
た。

・左記につき再確認し、ミニッツに記載し
た。

・我が方で準備したターゲット製品リスト
案について、ＭＩＤＣの意向及び現地の
ニーズを確認した。暫定案をミニッツに
添付した。
・機械加工等を経た最終製品ではなく、鋳
造技術そのものの技術移転状況を測定す
るという意味を明確にするため、名称を
“Tar g e t  P r o d u c t”から“Ta r g e t
Castings”に変更した。

・左記につき再確認し、ミニッツに記載し
た。

調査・協議項目調査・協議項目 対処方針
事前･第１次長期･第２次長期･
短期各調査結果、問題点等
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２)対象となる
試作品

(４)技術普及
　　サービス

(５)情報サービ
ス

・短期調査において、我が方よ
り、現在の自動車産業の低迷
状況にかんがみ、自動車部品
にこだわらず、実際のマー
ケット・ニーズに即し、他の
部品産業（前述のアグロ・イ
ンダストリーがらみで農業機
械部品等）も対象として、
サービスの機会を確保するこ
とが重要である旨先方に伝え
た。目下の経済事情等に対応
した緊急的需要をも取り込み
つつ、自動車部品のうち重要
なものを過半数残しつつも、
農業機械、電機、繊維機械部
品を加えることとした。
｢Tentative List of Candi-
date Components to be Con-
s i d e r e d  f o r  T r i a l
Prototyping Service｣と名称
を変えたうえで、ミニッツに
添付した。

（Technical Dissemination
Service）
・短期調査において、巡回指導
（Extention Service：ター
ゲット企業内で行われる当該
企業への技術診断･指導）を
中心に、ＭＩＤＣから中小鋳
造企業に対して技術移転を行
うためのサービス（活動）と
してまとめた。

（Information Service）
・短期調査において、技術情報
の収集整備に加え、セミナー
等の実施による業界への情報
提供を含むサービス（活動）
として整理した。中小企業向
けの緊急支援の一環として､
民間企業に対し経営改善や
マーケティングの知識の付与
等を加味した活動の必要性が
ＪＩＣＡ事務所等より提言さ
れており、これらの活動を本
活動に含める。

・先方が準備する
試作品リスト案
をもとに協議の
上、修正案を作
成し、ミニッツ
に添付する。

・左記につき再確
認するとともに
具体的活動内容
の詰めを行う。

・左記につき再確
認するとともに
具体的活動内容
の詰めを行う。

・具体的部品名が明示されていなかった農
業機械、電機、繊維機械部品について、
双方協議の上リストアップし、試作品リ
スト修正案を作成、ミニッツに添付し
た。

・左記につき再確認し、ミニッツに記載し
た。巡回指導先として想定される顧客企
業リストの作成をＭＩＤＣに依頼した。

・左記につき再確認し、ミニッツに記載し
た。セミナーについては、６月の総選挙
以降早い時期に実施することとした。

調査・協議項目調査・協議項目 対処方針
事前･第１次長期･第２次長期･
短期各調査結果、問題点等
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５.暫定実施計画
(１)専門家派遣
１)長期専門家

２)短期専門家

(２)研修員受入
れ

・下記のラインで、現在人選
中･検討中である。結果いか
んでは、長期専門家の組み合
わせを微修正する必要があ
る。
１)チーフ・アドバイザー
２)業務調整
３)模型製作
４)溶解
(短期専門家での対応も含め
検討中)
５)造型

・下記のラインで現在検討中で
ある。
１)機材据付（造型機･造型ラ
イン、有機鋳型設備据付)

２)据付･保全管理（据付準備
作業の指揮、保全システ
ム･管理体制の構築）

３)品質向上（各種試験･検査
方法と採否判定基準、品
質管理体制の確立と品質
管理活動の推進方法の技
術指導）

４)セミナー講師　等

・19 9 8年度第４四半期にプロ
ジェクト運営管理研修員とし
てＭＩＤＣ所長及び研究部長
（本プロジェクト担当）の２
名を受け入れる予定である。
　日本の民間企業の生産ライン
を回り日本の生産管理のイ
メージをつかむとともに、公
の研究機関等の日本における
活動状況や役割を理解するこ
とを研修に盛り込む。

・専門家リクルー
ト状況を先方に
伝えるととも
に、先方のニー
ズを再確認す
る。Ａ１フォー
ムを入手する。

・左記につき、先
方に説明の上、
協議結果をミ
ニッツに記載す
る。

・左記につき、先
方に説明の上、
協議結果をミ
ニッツに記載す
る。Ａ２Ａ３
フォームを入手
する。
・1999年度研修員
受入れ計画につ
いて協議を行
い、ミニッツに
記載する。

・下記の長期専門家を初年度派遣すること
とし、ミニッツに記載した（ただし分野･
時期については、リクルート状況等によ
り変更があり得ることを示唆した)。
１)チーフ・アドバイザー（1999年４月
   派遣）
２)業務調整（1999年４月派遣）
３)鋳造方案／溶解（1999年早期派遣）
４)模型製作（1999年８月派遣）
５)造型（1999年９月派遣）

・上記１)～３)について、Ａ１フォーム案
を入手した。

・左記の１)、２)、４)を中心に、数名の短
期専門家を初年度派遣することとし、ミ
ニッツに記載した。

・左記の1998年度２名分につき、両者合意
し、研修内容等について協議の上、Ａ２
Ａ３フォーム案を入手した。

・1999年度は、木型２名、造型１名、試験
検査０～１名受け入れる旨合意し、分野
と時期については更に協議を重ねるとし
たうえでミニッツに記載した。

調査・協議項目調査・協議項目 対処方針
事前･第１次長期･第２次長期･
短期各調査結果、問題点等
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(３)機材供与
１)原則の再確
認

２)主要供与機
材

６．Ｒ／Ｄ

・短期調査において、我が方よ
り、供与機材はあくまで技術
移転のツールであること、国
内輸送･据付･維持管理等にか
かる費用は原則インドネシア
側で負担すること、機材据付
指導のための短期専門家を派
遣することが可能であること
等、原則的事項を再確認し、
ミニッツに記載した。
・以下のとおりである。（カッ
コ内は短期調査協議のポイン
ト）
１)高周波誘導炉（技術移転･
試作品開発に適切な容量
への低減）

２)造型機（大量生産用では
なく技術移転･試作用とし
て位置づけ）

３)造型ライン（生産ライン
ではなく試作品開発用ラ
インとして規模を適正
化）

４) 有機鋳型設備（手込め及
び中子製作用として導
入）

５) その他（取鍋、集塵機、
木型手工具、試験検査機
器、視聴覚機器等）

※なお、ＭＩＤＣ鋳造棟既存の
砂処理施設を利用する。ま
た、ＡＤＢ融資による納入鋳
造機材は、ダイカスト中心で
あり、ＡＤＢ融資の進捗遅れ
は本プロジェクトに大きな影
響を与えないものと思料され
る。

・プロジェクト基盤整備費等の
追加等について、Ｒ／Ｄ案を
修正し、11月に再度外務省の
承認を得ている。
・相手側署名者については、工
業商業省次官の案を中心に、
先方で調整中である。

・左記につき再確
認する。

・左記につき、機
材の仕様等を含
め詳細な打合せ
を行うととも
に、調達･工事
スケジュール及
び作業内容の確
認を行う。

・先方と内容につ
いて再度確認の
上、12月15日に
署名を行う。

・左記につき再確認した。

・造型設備を中心に、双方の行うべき実施
項目の分担についてその詳細を確認し
た。また、現在のレイアウト案の再編
成、現有のジョルストクイズ機の修理に
よる再活用、我が方供与機材の再確認、
フォークリフト・車両･発電機・ＯＡ機
器・ＡＶ機器・出版物等の分担等につい
て、ＭＩＤＣを中心に協議を行った。
・供与機材リストを作成、ミニッツに添付
した。
・ＡＤＢ融資による機材のうち、鋳造関連
機材については、ＪＩＣＡ供与機材を補
完する形で、重複がないようリストを修
正した後、ＭＩＤＣがＡＤＢに提出する
こととなった。

・次の点につき修正した後、双方合意し署
名した。
(１)副総括責任者のタイトルを“Deputy

Project Director”から“Vice
Project Director”へ修正

(２)合同調整委員会に事務局的役割
   （Secretary）として、Head of Center

for Assessment of Technology for
Industry and Tradeを配置

(３)ＭＩＤＣ所長の役職名を正式名称で
あるHeadに訂正

・研究開発庁長官が、最終的に相手側署名
者となった。

調査・協議項目調査・協議項目 対処方針
事前･第１次長期･第２次長期･
短期各調査結果、問題点等
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７．その他 ・プロジェクト開始に先立ち、
長期専門家候補者による鋳造
企業の巡回指導及びニーズ調
査、基礎工事･機材詳細設計の
支援、供与機材現地調達の調
達作業の促進を目的として、
運営指導チームを1999年３月
ごろ派遣することを我が方検
討中である。

・運営指導チー
ムの派遣につ
いて、協議の
上、ミニッツ
に記載する。

・今回、開始時期が６月から４月に早まる
こととなったため、予定を早めて２～３
月を目途に実施し、前述の電源容量増強
工事支援関連業務を盛り込み、ローカ
ル・コンサルタントを活用しつつ、工事･
機材調達関連業務を総合的に行うことを
検討することとした。

調査・協議項目調査・協議項目 対処方針
事前･第１次長期･第２次長期･
短期各調査結果、問題点等
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ⅢⅢⅢⅢⅢ　調査団所見　調査団所見　調査団所見　調査団所見　調査団所見

　本プロジェクトは、1995年11月に要請を受け、累次の調査を経て、本年３月に討議議事録

（Ｒ／Ｄ）を署名する予定であったが、通貨危機の深刻化、暴動の発生、政権交代という環境の

変化を受け、Ｒ／Ｄ署名が幾度と延期になっていた。９月に短期調査を派遣し、実施体制の再確

認を行ったのを受けて、今般実施協議調査団の派遣となったものである。

１　協議の詳細１　協議の詳細１　協議の詳細１　協議の詳細１　協議の詳細

　本年９月に派遣された短期調査までにおいて協議された事項の再確認に加え、下記の事項の協

議及び確認を行った。

（１）Ｒ／Ｄの内容の確認

　本プロジェクトの総括責任者である、工業商業省研究開発庁Rosediana長官との初日

（12月10日）の協議において、専門家の特権・免除等について質問があったものの、同

長官は、一旦Ｒ／Ｄの内容について合意したかにみえた。しかしながら、翌日（12月11

日）のＭＩＤＣでの協議において、ＭＩＤＣを通じ、同長官は次の事項の修正を求めて

きた。

１) 副総括責任者の位置づけ

　本プロジェクトの副総括責任者となる予定の工業商業省金属機械電子諸産業総局長

を外してほしいと要請があった。他局となるのでやりにくい等理由はあるが、両者の

確執がある点も否定はできない。我が方としては、業界等との連携体制構築のため、

同総局の位置づけは本プロジェクトにとって重要であり、これには応じられない旨伝

えた。ミニッツ案に添付したプロジェクト管理体制組織図及びコンセプト・イメージ

図を、より的確なものとするため手直しするとともに、間接（ＭＩＤＣを通じて)・直

接（電話）でのやりとりを経て、結果としてはDeputy Project DirectorをVice

Project Directorに修正することで合意できるかに見えた。

　しかし、翌日（12月12日・土曜日）我が方とＭＩＤＣとの協議を経て、ＭＩＤＣが

Rosediana長官宅に直談判した調整は不調に終わった。月曜日（12月14日）には再度研

究開発庁での協議を経て、争点はプロジェクト管理体制組織図及びそれにおける合同

調整委員会及び副総括責任者の位置づけに絞られた。結局、12月14日夕方にRosediana

長官と再度直接協議をすることとなり、同長官の意向を直接確認した。その結果、前

述のDeputy→Vice及びミニッツ添付の同組織図の見直しを行うことで合意を得た。
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２) 合同調整委員会事務局

　建設的な意見としては、合同調整委員会のメンバーに、技術研究評価センター長を、

事務局的役割として加えられないかという提案があった。11月まで同ポストにいた

Sudarmadji氏は、先方側の調整役として本プロジェクトの推進に貢献しており、後任

のKarim氏の手腕は未知数ながら、活躍が期待される。

(２) 協力開始日

　機材調達にかかる時間等を考慮し、1999年６月１日を協力開始日とした本邦での対処

方針案について、研究開発庁長官は、1999年４月以降であれば十分なローカルコスト負

担が可能となるため、４月１日の開始としてほしいと述べた。また、

１) 本調査団滞在中に総選挙日程が1999年６月7日にほぼ確定したため、その前後の赴任

は困難が予想されること、

２) 協力立ち上げの迅速化の動きやインドネシアへの緊急支援の重要性等の意見が多数

聞かれたこと、

３) インドネシア事務所長からも本プロジェクトを可及的速やかに開始し専門家による

先方政府機関との連携体制を構築すべきとの指摘があったこと、

４) プロジェクト開始を６月１日とした場合、先方のプロジェクト開始に向けての準備

能力不足により、日本側専門家がプロジェクト開始前にバンドンに滞在して先方の作業

支援業務を行う必要があることが指摘されていたこと、

５) 今まで様々な出来事によりプロジェクトの開始が逐次延期されてきたため、専門家

の確保等各所に問題が出てきており、また、総選挙以後に開始を遅らせても、次には大

統領選挙が予定されており、開始の目途がたたなくなるおそれがあること、

等により、プロジェクト開始日を1999年４月１日とすることで合意を得た。

(３) プロジェクト基盤整備費

　高周波誘導炉を中心とした供与機材導入のための電源容量増強工事について、先方が

ローカルコストを十分手当できる状態にないことが９月の短期調査により確認され、プ

ロジェクト基盤整備費の適用を行うこととした。しかしながら、為替変動等により見積

金額が上昇したこと、先方が当工事にかかる若干の予算を計上しているものの、先方の

執行手続きに時間がかかること、及び先方の契約と並行してＪＩＣＡ事務所が別途契約

を結ぶことになる煩雑さを回避することを目的として、我が方で全額負担としたことに

より、当初予定額をかなり上回る見込みである（現時点での見積額：約７億ルピア＝約

1,260万円)。加えて、工事の実施をＭＩＤＣ側が十分管理できない状態が予想され、後
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述の運営指導チームを派遣し、ローカル・コンサルタントを活用して、慎重に本事業を

遂行する必要がある。かかる事情にかんがみ、本年度（我が方、先方とも1999年３月末

日まで）の予算内での執行について、可否を検討する必要がある。

(４) 受入準備状況

　ＭＩＤＣは、今年度の予算で、現有機材の一部（回転炉、80kg誘導炉）の移動・再据

付工事を行う予定である。右工事は、Ｒ／Ｄが署名されたら予算執行可能となる。専門

家執務室の整備も今年度の予算で行う予定である。これらの費用には、ＭＩＤＣが今年

度手当していた、電源容量増強工事費（前述のとおりＪＩＣＡが負担)、供与機材の輸

送・通関等費用（来年度予算で再申請中）等をあてる。

(５) 運営指導チーム派遣

　本チームは、長期鋳造技術専門家候補者による企業の巡回指導及びニーズ調査、基礎

工事･機材詳細設計の支援、現地調達機材の調達作業の促進等を目的として、当初３～４

月を目途に派遣を予定していた。今回、開始時期が６月から４月に早まることとなった

ため、時期・内容について再検討を行った。

　その結果、予定を早めて２～３月を目途に実施し、前述の電源容量増強工事支援関連

業務を盛り込み、ローカル・コンサルタントを活用しつつ、工事・機材調達関連業務を

総合的に行うことを目的とすることを検討することとした。

　また、今次調査の前半で、同チーム派遣中のセミナーの開催について、先方から要請

があり、実施について検討していたが、その後プロジェクト開始時期を繰り上げること

となり、長期専門家が赴任してスムーズな運営が可能な４月以降、とりわけ総選挙後の

実施を検討することとなった。

(６) 試作品製作サービス

　活動内容を再確認した。また、前回の短期調査で焦点となった試作品リスト案の中で、

具体的部品があげられていなかった農業機械部品、電機部品、繊維機械部品について、

協議のうえ、部品案を作成し、試作品リスト案の中に記載した。ただし、今回の案はあ

くまで暫定案であり、ニーズ調査等を踏まえたうえで、再度検討することとした。

(７) 技術移転手法

　Ｃ／Ｐが本プロジェクトによる技術移転に割く時間について、直接専門家がＣ／Ｐに

技術指導する時間に加え、ＯＪＴや自習時間も含めた時間が、十分確保されるようにす
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ることを、双方確認した。

(８) 専門家派遣

　下記の分野の長期専門家を派遣するものとする。

１) チーフ・アドバイザー（1999年４月派遣）

２) 業務調整　　　　　　（1999年４月派遣）

３) 鋳造方案／溶解　　　（1999年度早い時期に派遣）

４) 模型製作　　　　　　（1999年８月ごろ派遣）

５) 造型　　　　　　　　（1999年９月ごろ派遣）

　専門家については現在人選中であり、その結果いかんでは、派遣分野・時期等の修正

があり得る。

（９）研修員受入れ

　今年度第４四半期中に、ＭＩＤＣのSuyono所長及びAbdurahim部長（本プロジェクト担

当）の２名を、｢プロジェクト管理」の研修員として受け入れることについて、双方合意

した。また、来年度については、３名の受入れを検討しており、先方に人選依頼中であ

る。

（10）機材供与

　造型設備を中心に、双方の行うべき実施項目の分担についてその詳細を確認した。ま

た、現在のレイアウトの再編成、現有のジョルトスクイズ機の修理による再活用、我が

方供与機材の再確認、フォークリフト・車両・発電機・ＯＡ機器・ＡＶ機器・出版物等

の分担等について、ＭＩＤＣを中心に協議を行った。

２　留意事項２　留意事項２　留意事項２　留意事項２　留意事項

(１) 先方の姿勢

　ＭＩＤＣは、Suyono所長以下、よくまとまっており、また本プロジェクト受入れを直

前に控えて、意欲的な姿勢が随所にうかがえた。作業所が整理されておらず汚い点を指

摘したところ、再度訪問した際はかなりきれいに掃除をして我々の訪問に対応してくれ

た点も特筆すべきことである。

　他方、ＭＩＤＣを所轄する研究開発庁長官は、度重なる協議直前での協議時間変更の

一方的通知、いったん合意した事項の一方的修正要求等、相互協力には程遠い姿勢が見

られた。ＭＩＤＣ前所長が、同長官により更迭されたといわれている経緯もあり、現所
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長以下同長官に対し非常に萎縮している様子がうかがえ、今後も円滑なプロジェクト運

営に対する影響が懸念される。

　同長官は、我が方滞在中も独占禁止法関連の国会対策で追われていて、常に多忙な状

況と我が方に伝えてきており、協議も大幅に制約された。かかる状況は当然想定されて

いただけに、少しなりとも権限委譲がなされることが望まれる。

(２) 専門家赴任前の現地受入体制整備

　本プロジェクトに適用するプロジェクト基盤整備費にしても、供与機材のための基礎

工事にしても、設計・入札資料作成等いわゆるソフト部分にかかわる予算措置がスキー

ム上、十分でなく、また、サイトがバンドンに位置しているため、ＪＩＣＡ事務所から

もコントロールができない状態であり、ＭＩＤＣの管理能力も十分でないところ、専門

家が赴任する前にこれらの事業を円滑に実施することが難しくなっている。本プロジェ

クトにおいても、機材を伴う協力期間を最大限確保するために、Ｒ／Ｄ署名からプロジェ

クト開始まで一定の期間を設けているが、この間、ローカル・コンサルタントを積極的

に活用する等、十分ケアする必要がある。

(３) 連携体制の構築

　累次の調査でも既に述べられてきたことであり、今般の調査においても各方面より指

摘されてきたことであるが、本プロジェクトは単なる技術移転のみにとどまるのではな

く、広く工業商業省原局、産業界、関連機関等との関係を築いていくことが求められて

いる。かかる観点において、特にリーダーは当業務を積極的に行うことが望まれる。
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ⅣⅣⅣⅣⅣ　調査団員所見　調査団員所見　調査団員所見　調査団員所見　調査団員所見

１　技術移転計画団員所見１　技術移転計画団員所見１　技術移転計画団員所見１　技術移転計画団員所見１　技術移転計画団員所見

(１) Ｃ／Ｐの熱意・意欲等

　現地訪問・滞在できたのは週末であり、職場を訪問したのは金曜日午後という回教で

は実質的な宗教的安息時間に入ってからであったので、職場にはごく少数の職員が散

在するのみで、大半は職場を離脱していた状況にあった。したがって、当日はＲ／Ｄ、

Ｍ／Ｄ等について調査団と交渉する立場の所長以下数名の幹部と面談ができただけであ

り、稼働機械はなく、作業も全く行われていなかったために、現場の雰囲気は直接には

知ることはできなかった。事前に、岡田調査員から、職場の整頓・清掃が十分でないの

で、特にその点について注意を喚起する必要があると聞いていたが、当日は作業終了し

ていたこともあってか、かなり整理・整頓状況はよく、床の清掃も実施されていて、か

なり清潔な印象を受けた。聞くところでは岡田調査員が繰り返し指摘してきたことによ

りようやくそれを実行したとかで、今後この状況が永続することを望むとともに、将来

はこの状況の維持ないしは更なる改善を指導することが重要であることを認識した。

　所長以下幹部のこの計画にかける熱意は著しく、当調査団の主張に対し、この期になっ

てもなかなか妥協しようとしない本部の上司との間に立って、電話による連絡・応対、

土・日曜日の上司私宅への直接訪問と説明、バンドン－ジャカルタ間の深夜に及ぶ頻繁

な往復など精力的に調整の任を努め、何とかしてこのプロジェクトをスタートさせたいとの

並々ならぬ努力を示した事実は特筆すべきものがあると感じた。バンドン在のＭＩＤＣのこ

の所長以下の努力なくしては今回の予定どおりの調印完了・計画実施確定はあり得なかっ

たと思われる。願わくばこの熱意が今後も持続されて、計画の目的の完全な実施、すな

わち研究所内の研究・技術の発展にとどまらず、成果の産業界への展開にまでその熱意

が及んでもらいたいと願うのみである。

(２) 派遣専門家の職場環境

　派遣専門家の職場環境は、専門家が派遣実施後事実上自らつくりだしていくことにな

るがＭＩＤＣの既設の本部建物内に教室の空き部屋があり、リーダー、調整員等日本側

の事務室予定場所は既に確保されている。また、技術専門家に関しては、作業場の一角

に、作業場の見通しのきく２階位置に教室の利用可能な既設の部屋が存在し、これらを

活用して、通信施設、事務用機器を配置し、セクレタリー機能を整えれば比較的スムー

ズに実質的活動に入れる見込みである。所長等には、増強すべき電話回線、照明、必要

な事務用備品の改修など、いくつかの具体的な要望を出し、それに対する応諾を得たの
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でかなりのＭＩＤＣの本年度内の予算で相当程度が実施される見込みである。

(３) 専門家派遣日

　長期派遣の技術専門家については、まだ具体的な個人名が確定してない状況にあり、

これを急ぐことはもちろん必要であるが、セミナー等の実施のための一時的派遣は別と

して、今後の機材の発注、輸送、現地据付等の予定との関係もあって、必ずしも来年度

頭初日の派遣は必要ではないと思われる。職場環境の整備等の観点から、リーダー・調

整員については、年度頭初の派遣が適当であると思われる。当初の計画を実現するには、

何事も、現地で粘り強く推進していくことがまだこの国では必要であると思うからであ

る。

２　鋳造技術団員所見２　鋳造技術団員所見２　鋳造技術団員所見２　鋳造技術団員所見２　鋳造技術団員所見

(１) 概要

　本間団員と２人で先発し、マレイシアＳＩＲＩＭの鋳造部門を訪問、本プロジェクト

の参考にすべく現在進行中のフォローアップチームの活動状況とともにマレイシアプロ

ジェクト（ＰＪＴ）立ち上げ時の設備設置状況、全体の感想など調査した。供与設備は

大半が有効に活用されているが、技術移転したＣ／Ｐの多くが転籍、退職しており技術

のソフトは根付いて拡大しつつあるとは思えなかった。これを他山の石として本プロジェ

クトを充実させたい。

　ＭＩＤＣにおいては設備、Target Productsなど運営の具体策など技術的課題を打ち

合わせた。設備は前回問題視された個所の修正点を確認し、配置を確認した。先方の宿

題である現地調達機器の見積り取り寄せなどあまり進んでおらず、急がせた。設備の配

置は先方が更に検討修正したい由、現時点で当方に不都合はなく了承した。現有設備の

一部を改修して新設備につなげようとしているので両者のつなぎは難しく、３～４月に

設備の専門家による調査が必要と思われ、打診した。また供与設備の中間の技術水準と

考えられる先方現有のJolt Squeeze造型機は故障したままで使われていないが、これを

活用することを提案し、先方持ちでオーバーホウルすることにした。

　なお実験場があまりにも無整理、無整頓で廃墟のような感じがすることを強く指摘し

「このような状態ではいつまでたっても日本に輸出するような高信頼鋳物はできない」

と強調した。プロジェクトの開始は整理整頓から始めなくてはならないだろう。

　運営については、技術的要因の指導を前面に出した試作をTarget Castings、先方が

主にClientsから請けて試作する試作製品をPrototypical Productsと定義して両者のバ

ランスを考慮しながら推進することにした。また、１日セミナー「Present Situation
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of Castings for Automobile Industry」の開催を審議した。

　12月10日団長らと合流して各所を表敬訪問した後、Ｒ／Ｄサイン前であったが先行し

て12月12日帰国した。

(２) マレイシアＰＪＴの成果、設備設置について総括的聴取、質問

　ＳＩＲＩＭ新製造技術部門工業技術設計センター鋳造技術部を訪問、センター長Mr.

Halim鋳造技術部長Coordinator Mr. Akhir（元Ｃ／Ｐ)、ＪＩＣＡ専門家野中恒人（模

型)、佐々木一光（鋳鋼）らと面談し、鋳造実験場で設備、成果などについて実地見聞し

た。

１) 概要

　1988年10月調印して始まったＰＪＴ（５か年間）は、所期の成果をあげて終了し

た。その後フォローアップとして木型、鋳鋼、溶解（11月末帰国）の専門家を派遣、

現在に至っている。今回の立ち寄りは、これから開始されるインドネシアＰＪＴ運営

の参考としてマレイシアＰＪＴの状況を現地で調査することと、現在のフォローアッ

プの状況を聴取することの２点を目的に行った。Ｃ／Ｐが退職、転職して人数が減少

し、補充は追いつかず体制は弱体化しているように思われる。現在派遣されている専

門家もＣ／Ｐが別部門（ダイカスト）に専念して技術移転ができないという不満を聞

かされた。供与設備は残るが人間がからむ供与技術は残りがたく、せっかくの教材、

テキストもＣ／Ｐは紛失したとのことだった。これも他山の石としてインドネシア

ＰＪＴの参考にしたい。

２) ＰＪＴ設備

　シェル中子成型機など現在全く使用しなくなった設備がある。シェルマシンは開発

実験が多種少量であり金型の作製が困難なことが原因と思われる。設備設定時に環境

をよく考えて設備設定する必要がある。

　基礎１次配線などは機器到着前に行われたが齟齬なかったという。これはＣ／Ｐが

１つのエンジニアリング会社に一括依頼したことがよかったのであろう。ただしパー

ツに100Ｖのものがあり故障時の交換に苦労があるとのこと。現地の電圧、周波数を確

認し、部品メンテナンスの環境を検討しておく必要がある。

３) Target Products

　ＰＪＴにおいて鋳鉄のT. Productsは７点あったがこれらは技術移転を意図したも

ので、現実には企業からの要請に応じたものが20点近くあり、数多くの試作を行って

いる。T. Products７点の木型、鋳物、図面（鋳物図、製品図）など、あるものにつ

いて現物を調査し、写真に収めた。インドネシアＰＪＴの参考にしたい。
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　総じてT. Productsは高さが低いもので、高さのあるものといえばブラケットのみ

であった。また中子を用いたものはブレーキドラムだけであり、難しい鋳物は見当た

らなかった。

　また木型には多数個取りのものが多く見られた。このために樹脂型をとるために短

期専門家を呼んだ由、インドネシアでも考慮する必要があろう。

４) フォローアップの短期派遣

　溶解、鋳鋼のＣ／Ｐが顔を出さず、代わりにたまたまＦＴＰの設備を用いて製品試

作をしている企業の技術者４名に教えざるを得なかったという不満を専門家から聞か

された。当初の計画時、Ｃ／Ｐとして指名された２名はＦＴＰ内部での人員の遺り繰

りから、ダイカスト部門などの担当に廻された由、確かに約束違反である。しかし企

業の技術者が熱心であり彼らへの技術移転がよく行われたとのこと、これも実質的な

成果と見ることができよう。

(３) ＭＩＤＣでの供与設備、ＰＪＴ推進策の協議検討

１) 設備

　現有砂処理設備など改修して新設備に接続して使いたいものがある。このため現建

屋、砂処理設備の配線、配管などの図面、及び既存設備の再配置図など過去にＪＩＣ

Ａに提供されたもの以上に新しいものはなく、設置前に調査団を派遣して現状を詳細

に調査する必要が感じられた。

　高圧造型機、有機鋳型造型機など主要供与設備の変更点、基礎の構想は問題なし。

実験室の配置は先方がさらに煮詰めるので変更はある。

　既存Jolt squeeze造型機は故障のままで、ＰＪＴへの活用をこれまで考えていな

かったが、技術移転の機器として必要であり、Over-haulできないかと提案、この意見

に賛同を得て先方が試みることを約束した。

　現地での調査過程で鋳造実験場、木型場の整理、整頓、清掃が全くなされていない

ことを指摘。良い製品づくりは整理整頓からでＰＪＴ推進にはこの考えを真っ先に徹

底する必要がある。

　現地購入品の誘導炉、集塵機などの見積状況をただした。誘導炉については近日中

に結果が出るが集塵機はこれからであることを確認。

２) 運営

　Target products、Prototypical productsとのねらいの違いを説明したが意見の

違いも含めて紛糾したので呼称を変更してその定義を明確にした。すなわち技術要因

の積み上げ鋳物はTarget Castings、ＭＩＤＣが企業から受けてする試作開発はPro-
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totypical Productsと呼ぶことにし、各々の対象製品について第１段階の検討を行っ

た。

　Computer graphicによる鋳物設計などの供与を提案されたがそこまで範囲を広げた

くないことを述べる。ただし鋳物ユーザーへの最適鋳物設計提案は大切なことであり

この手法を概説することを研修の中に入れたい。また後期の研修員にこれを実習させ

たい。

３) 専門家の生活環境

　長期専門家の生活環境について予備的情報を得ようと酪農のＪＩＣＡＰＪＴ、日本

人会、日本人学校を訪問、日本人が多く住む地区の住宅街、先生の住宅内部まで見学

させてもらう。結論として快適な生活ができそうなことがわかる。

４) その他

　早い時期、１日セミナーを実施すべく下記の素案を立案した。

仮題：Present situation of castings for automotive industry

講師：ＭＩＤＣ；２名　ＪＩＣＡ；２名　APLINDO（鋳物工業会)；１名　インド

ネシア自動車業界；１名　くらい

会場：ジャカルタがbetter　中間の景勝地Puncakも一案
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ⅤⅤⅤⅤⅤ　今後の日程　今後の日程　今後の日程　今後の日程　今後の日程

・実施協議調査団帰国報告会 1998年12月22日

・国内委員会 1999年１月（案）

・運営指導チーム派遣 1999年２～３月（案）

・研修員受入れ（ＭＩＤＣ所長ほか） 1999年２～３月（案）

・プロジェクト開始 1999年４月１日
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付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

資料１　討議議事録（資料１　討議議事録（資料１　討議議事録（資料１　討議議事録（資料１　討議議事録（Record of DiscussionsRecord of DiscussionsRecord of DiscussionsRecord of DiscussionsRecord of Discussions：Ｒ／Ｄ）：Ｒ／Ｄ）：Ｒ／Ｄ）：Ｒ／Ｄ）：Ｒ／Ｄ）

資料２　討議議事録覚書（資料２　討議議事録覚書（資料２　討議議事録覚書（資料２　討議議事録覚書（資料２　討議議事録覚書（Minutes of DiscussionsMinutes of DiscussionsMinutes of DiscussionsMinutes of DiscussionsMinutes of Discussions：Ｍ／Ｄ）：Ｍ／Ｄ）：Ｍ／Ｄ）：Ｍ／Ｄ）：Ｍ／Ｄ）
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